
別紙様式第21号 

令和2年3月30日 

 

一般社団法人 投 資 信 託 協 会 

  会長  松  谷  博  司  殿 

（商号又は名称）アムンディ・ジャパン株式会社 

（代表者）代表取締役副社長 ニコラ・ソヴァーヂュ㊞ 

    

 

正会員の財務状況等に関する届出書 

 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規則

第 10条第１項第 17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

１．委託会社等の概況 

  （１）資本金の額 

本書提出日現在           資本金の額            12 億円 

                        発行可能株式総数    9,000,000 株 

                          発行済株式総数      2,400,000 株 

      

直近 5 年間における資本金の額の増減はありません。 

 

  （２）委託会社の概況 

①委託会社の意思決定機構 

当社業務執行の最高機関としてある取締役会は 3 名以上の取締役で構成されます。 

取締役会はその決議をもって、取締役中より代表取締役を選任します。 

取締役会は、法令または定款に定める事項の他、業務執行に関する重要事項を決定します。そ

の決議は、取締役会の過半数が出席し、その出席取締役の過半数をもって行います。



②投資運用の意思決定機構 

 

・当社で開催される投資に関する様々なコミッティーで、株式・債券見通し、および運用戦略を決定しま

す。 

・決定した戦略を取り込み、弊社が開催する資産配分決定会議、プロダクト別運用戦略会議において、資

産配分、プロダクト別の投資戦略を協議し、決定します。 

・決定事項にしたがい、ファンドマネジャーは資産配分やポートフォリオの構築・見直しを行います。 

・月次で開催されるリスク委員会で、パフォーマンス分析および運用ガイドラインのモニタリング結果等に

ついて報告を行います。 

・インベストメント・レビュー委員会（月次開催）では、プロダクトごとのより詳細な運用状況を報告し、改善施

策の検討や運用方針の確認を行います。 

・さらにリスクマネジメント部と各運用部の間においては、ポートフォリオレビュー会議を開催し、運用ガイド

ライン項目の確認、日々のモニタリング結果、ポートフォリオ分析およびパフォーマンス結果等をフィード

バックします。 

・必要に応じて開催する投資政策委員会では、運用プロダクトの質について検証します。 

・資産配分戦略、ならびにプロダクト別運用戦略にかかる諸会議を定期的に開催します。また投資環境急

変時には臨時会合を召集します。 

 

前記の意思決定機構等は本書作成日現在のものであり、今後変更となる場合があります。 



２．事業の内容及び営業の概況 

① 事業の内容 

委託会社である当社は、「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社であり、証

券投資信託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその投資運用業務

および投資助言・代理業務を行っています。また「金融商品取引法」に定める第一種金融商品取引業務

および第二種金融商品取引業務を行っています。 

 

② 営業の概況 

令和2年2月末日現在、委託会社の運用する投資信託の本数、純資産額の合計額は以下の通りです。 

種    類 本 数 
純 資 産 

 (百 万 円) 

単位型株式投資信託 11 52,572

追加型株式投資信託 165 1,660,550

合 計 176 1,713,123

  

 

３．委託会社等の経理状況 

(1)委託会社である当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵

省令第59号)並びに同規則第2条の規定により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年内閣府令

第52号)に基づいて作成しております。 

 

(2)財務諸表の金額については、千円未満の端数を四捨五入して記載しております。 

 

(3)当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第39期事業年度(平成31年1月1日から令和元

年12月31日まで)の財務諸表について、PwCあらた有限責任監査法人により監査を受けております。 

 

 

 

 

 

 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

 

2020年２月28日 

 

アムンディ・ジャパン株式会社 

取 締 役 会 御 中 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人 
 
 指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士 久 保 直 毅 

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に

掲げられているアムンディ・ジャパン株式会社の2019年１月１日から2019年12月31日までの第39期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。 

財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

監査意見 
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アムン

ディ・ジャパン株式会社の2019年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

強調事項 

企業結合等関係に記載されているとおり、会社は、2020年１月１日付で、会社を存続会社とし、アムンディ・ジャパン

ホールディング株式会社を消滅会社として合併した。 
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
 

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 

 











































 

 

公開日    令和2年4月10日 

作成基準日  令和2年2月29日 

 
本店所在地  東京都千代田区内幸町1 丁目2 番2 号 

   お問い合わせ先      マーケティング・デジタルグループ 
ドキュメンテーション部 

 


